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１ GIGAスクール構想について

(1) GIGAスクール構想【第１期(令和元年～)】
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✓ １人１台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することで、特別な支援を必要とする
子供を含め、多様な子供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力が一層確
実に育成できる教育環境を実現する。

✓ これまでの我が国の教育実践と最先端のベストミックスを図ることにより、教師・児童生徒の力を最
大限に引き出す

● １人１台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備

(2) GIGAスクール構想【第２期(令和６年～)】

生成 AI
あたかも人間と自然に会話しているかのような応答や、情報の収集・整理・分析結果等の出力が可能であ

り、文章の素案作成やイメージの生成、語学学習における利活用、プログラミングコードの生成等、様々な
場面での利活用が広まっている。

次期学習指導要領（2030年度から小学校より順次改訂予定）の議論においても、情報を適切に収集、整理、
比較、発信するなど教科横断的に育成すべき情報活用能力（生成AIの活用を含む）の抜本的な向上や質の高
い探究的な学びの充実が重視されており、今後もデジタル学習基盤を前提とした学びを一層推進することと
なっている。

● １人１台端末の更新
● 生成AIをはじめとする先端技術への対応
● デジタル化や業務の効率化を目指した校務DXを推進



学校現場における生成AIの利活用について、

次のような基本的な考え方や留意事項が整理されている。

２ 学校教育における生成AI活用に関する国の動向

(1) 初等中等教育段階における生成AIの利活用に関するガイドライン（令和６年１２月）
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(2) 文部科学省 令和６年度補正事業

生成AIを活用した教育課題の解決・教育DXに向けた実証（予算額：６億円）
学校現場における生成AIの効果的な活用を進めるために実証研究を行い、

活用事例の創出や成果を横展開

●生成AIの活用は、教育活動の目的達成に資する場合に行うこと

●情報の真偽を確かめる力や、適切に活用する態度を育成すること

●個人情報、著作権、情報セキュリティ等に十分留意すること

●教員が生成AIの特性やリスクを理解した上で活用すること

●生成AIを活用した授業改善や探究的な学びの充実

●教材作成、評価、文書作成等における校務負担の軽減

●活用に当たっての留意点や運用方法の整理

●実証成果の全国的な共有・普及



県立学校２校において校務利用に関する実証研究を実施

学校の実態に応じて、生成AIを活用した業務改善に取り組み、活用事例の創出
【県立延岡星雲高等学校】

●教材作成や授業準備における生成AIの活用

●校内文書、通知文、報告文等の作成支援

●アンケート結果や記録の要約・整理

●教職員の校務負担軽減に向けた活用方法の検証

【県立小林秀峰高等学校】

●生徒の学習状況や提出物等を踏まえた評価支援

●教材・課題・振り返り資料等の作成支援

●校務文書の作成、整理、確認作業の効率化

●生成AI活用に係る校内ルールや留意点の整理

３ これまでの生成AI活用の推進に向けた本県の取組【令和７年度】
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文部科学省 令和７年度 生成AIパイロット校事業への参画

教職員の半分以上が生成AIを校務で活用する県立学校の割合は

令和６年度 １３％ から 令和７年度 ５０％ に増加



本県では、国のガイドラインを踏まえ、学校現場における生成AIの適切な利活用を推進している。

令和８年度は、

「生成AIの教育利用を探求する年度」

と位置付け、県と市町村が共通の方向性を持ちながら、

県内公立学校における活用を段階的に進めていく。

活用に当たっては、

生成AIを使うこと自体を目的とするのではなく、

教育活動の目的達成に効果的であるか

という観点を重視。

具体的には、次の２つの視点から取組を進める。

●教材作成、文書作成、情報整理等における校務負担の軽減

●児童生徒の学びを深めるための教育活動での活用検証

これらの取組を通して、

教育の質の向上と教職員の働き方改革の両立を図る。

４ 今後の生成AI活用の推進に向けた本県の取組【令和８年度】

国のガイドラインに準拠した活用推進
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（参考）本県におけるこれまでのICT活用に関する取組

小中高等学校の指定校において、GIGA端末の標準仕様に含まれる汎用的なソフトウェアやクラウド

環境を十分に活用した効果的な教育実践を創出・モデル化し、その成果を地域や校種を超えて全国に

展開することで、すべての学校におけるICTの「普段使い」を一層推進する。

●「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実

●インターネット上の動画教材の活用、外部専門家によるオンライン授業の実施

●端末の日常的な持ち帰りによる家庭学習の充実等

●校務の徹底的な効率化や対話的・協働的な職員会議・教員研修

●実践内容を動画・写真、研修のオンライン公開などにより地域内外に普及

【事業内容】

【指定校が実施した具体的な内容】
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リーディングDXスクール事業【令和７年度】



５ その他のAI活用に関する本県の取組

教育委員会８

事業名 成果等 今後の方向性

ひなたＤＸハイスクール事業 ①情報Ⅱ等（生成ＡＩを含む高度な情報教育の科

目）を受講している生徒（指定校１６校）の割合

Ｒ７年度　５４．４％

②数理やデータ又はＡＩを活用しながら、問題の

解決に向けて探究することができると回答した生

徒（指定校１６校）の割合

Ｒ７年度　４３．７％

補助対象経費で整備した高度なデジタル環境（ハ

イスペックＰＣ等）を活用し、情報Ⅱ等の実施を

推進。

ＡＩを活用した高度な情報教育の実践事例を集

約・発信し、指定校以外の県立学校への普及を図

る。

五ヶ瀬中等教育学校 「データサイエンス」において、ＡＩを活用した

ビッグデータの分析に関する学習及び実習を実施

【Ｒ７～Ｒ８】

①外部コンテストに参加した生徒数（延べ数）

Ｒ７年度　６７人

②外部人材を活用した講義及び実習の回数（延べ

数）

Ｒ７年度　２７回

職員や生徒だけでは習得することが困難な技術に

ついて、専門家による講義、研修を企画し、生徒

の探究力向上を図る。

日南振徳高等学校 「ＡＩ・データサイエンス演習」において、ＡＩ

を活用した物体検出、ウェブアプリ開発に関する

実習を実施

【Ｒ７～Ｒ８】

①外部コンテストに参加した生徒数（延べ数）

Ｒ７年度　１４２人

②外部人材を活用した講義及び実習の回数（延べ

数）

Ｒ７年度　６１回

最先端のＡＩ及びデータ分析ツールを駆使し、地

域課題解決と社会実装に挑むことができるＤＸ人

材の育成を図る。

①セミナーに参加した生徒数（年間６回）

Ｒ７年度　１６名

②コンテストに参加した生徒数（１２月）

Ｒ７年度　３５名

ネクスト・ハイスクール事業と連携し、デジタル

教育に関する生徒セミナーを企画・運営する。

ひなた教育ＤＸ整備事業 記号問題や数式などはＡＩが自動的に採点した

り、採点に合わせて小計や合計点を算出するなど

採点時間の削減につながった。

一方、配点設定の課題が残った。

デジタル化により採点作業の迅速化を目指しなが

ら、採点における公平性の向上を目指す。

取組の概要

高校入試採点のデジタル化（百問繚乱の導入）

県立学校の指定校１６校において、情報Ⅱ等（生成ＡＩを含む高度な情報

教育に関する科目）を実施

ＡＩを活用した探究活動に関する生徒向けセミナー（指定校１６校から選

抜）及びコンテスト（全ての県立学校に公募）を実施【Ｒ７】



５ その他のAI活用に関する本県の取組

教育委員会９

事業名 成果等 今後の方向性

学びに向かう力を育む

ＡＩ教材活用事業

一人一人の学習状況に応じた学習、採点や分析時

間の削減

確実な活用を図り、学習内容の定着と授業改善に

つなげる。

新富町立

富田小学校

ＡＩ教材デジタルドリルを活用し、児童が個々の

学習課題に応じた学習に取り組んでいる。

即時自動採点により、結果を把握した直後に解説

を行うことで意欲向上が見られた。個人面談では

分析ツールを用いて詳細な学習状況を説明してい

る。

児童がどの問題をどのように間違えたのか、保護

者と共有する方法について検討する。

宮崎市立

潮見小学校

授業の導入で活用し、児童が主体的に教材を選択

することで学習習慣の定着を図っている。単元テ

ストを実施後、再度同じテストに取り組ませる。

既習内容の定着確認と、再挑戦の機会を確保する

ことで、基礎学力の定着につなげることができ

る。

標準学力検査を１つの指標として検証する予定。

その結果の分析を踏まえ、さらに効果的な活用方

法を検討する。

都農町立

都農中学校

ＡＩによる習熟度別の問題提供と、リアルタイム

の進捗把握による個別指導を徹底。授業終末に課

題を配信し、本時の定着を図っている。

デジタルドリルを活用することで、生徒は短時間

で効率よく復習でき、教員はリアルタイムで把握

できるため、個別の指導に生かすことができる。

全ての先生方が授業の中で使っていけるように、

学校内での活用促進を進めていく。

川南町立

通山小学校

復習や学習内容の定着を目的に、授業の導入やま

とめの時間で活用。

学習内容の定着と同時に、ドリルを解き進めてい

くと「ポイント」や「メダル」が獲得できるた

め、児童の学習意欲を高めることができる。

児童自らが設定した到達目標を教師が把握し、児

童一人一人に合った目標となるよう適切に助言し

ていく。

ＡＩを活用したグローバル人材

育成のための英語教育強化事業

英語の授業での個別最適な学びの実現、授業にお

ける言語活用の更なる充実

授業活用モデルの研究とその発信、英語力測定に

よる効果の検証

ＡＩ教材（単元テスト、ドリル）を小５、中２全員に導入【Ｒ７～８】

取組の概要

英語ＡＩアプリを１０校（中学校６校、高校４校）に導入【Ｒ８】
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